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熊本県収用委員会
会長　塚本　侃　殿
　
「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本　一規

　

　　　　　　　条文説明要求書の提出について

熊収13第９号、第10号案件に関し、毛利正二ら代理人に対し、条文説明要求書を提出いたします。条文説明要求書は、すでに４月２日に国土交通省に、また7月30日に山畠正男・佐藤隆夫氏に提出しましたが、毛利正二ら代理人が、混乱した総有説を主張して総有説の信頼性を損なっていることから、また、総有説を主張すると言いながら社員権説を主張されていることから、同代理人に対しても提出する次第です。

ちなみに、収用委員会においては、「正しい法解釈ならば漁業法のあらゆる条文を説明できるはずである」、また「一つの条文でも説明できない法解釈は正しい法解釈とはいえない」との命題がすでに合意されています。この合意事項に基づけば、同代理人は、条文説明要求書の６項目をすべて説明されない限り、自らの法解釈が正しい法解釈と主張することはできないことになります。

条　文　説　明　要　求　書

　「共同漁業権が組合(組合員集団)の総有の権利である」、言い換えれば、「組合員集団が入会集団」とするならば、漁業法の次の条項をいかに説明するか？

(1)８条……共同漁業権が組合員集団の総有の権利であるならば、組合員全員が共同漁業を営めるはずであるが、なぜ漁業権行使規則をつうじて関係組合員(関係地区に住む組合員)のみに資格限定されるのか。

(2) 14条８項……「組合の地区」を如何様にも設定し得る漁協(組合員集団)が入会集団であるとすると、入会集団が一定地区に住む住民(ないし農漁民)であることと矛盾することになるが、この矛盾をいかに説明するか。

(3) 14条10項……関係地区に住む漁民(関係漁民)を一人だけ含む漁協が共同漁業の免許を受けた場合、免許によって突然当該漁協が入会集団になるのか。

(4) 14条11項……共同漁業権が組合員集団の総有の権利であるならば、員外者が共同漁業を営めることなどあり得ないはずであるが、なぜ関係漁民であれば員外者であっても共同漁業を営めるのか。

(5)　31条……共同漁業権が組合員集団の総有の権利であるならば、共同漁業権の変更・分割・放棄は組合員集団の意思決定によるはずであり、なぜ関係組合員の三分の二以上の同意が必要とされているのか。

(6)　31条……共同漁業権の得喪変更や埋立同意及び補償契約締結に関し、毛利正二ら代理人の意見書には、次の①～③のように、互いに相容れぬはずの見解が併存している。そればかりか、②、③は社員権説を含んでいる。いったい、①～③のいずれの見解を主張されるのか。また、その見解にもとづいて、共同漁業権の変更・分割・放棄に関係組合員の三分の二以上の同意が必要としている31条をいかに説明するのか。

①共同漁業権の廃止や変更は当然その持分権者たる各組合員の権利の変動を伴うから全員の同意を要する(中尾英俊６月24日付け意見書２頁)

②(補償契約の締結については)原則は全組合員の同意が無ければならないが、それ以外は法律の定めた方法である組合の特別決議で集団の意思を決定するというのが通例である(板井優・松野信夫・田尻和子６月24日付け意見書５頁)。

③埋立同意を決定する漁民集団の同意の割合は２分の1以上でよいという考えから全員というものまで幅広いが、筆者は３分の２以上という考えを取る。……総会における３分の２以上の放棄決議と、漁民集会における３分の２以上の埋立に関する同意が得られている場合には、一組合員が不本意であるとしても同意そのものや組合総会の放棄決議を覆すことはできない(水口憲也意見書２頁)。
